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第１章 計画策定にあたっての基本的な考え方 

１．計画の基本理念                           

障がい者の自立と社会参加を基本とする障害者基本法の理念を踏まえつつ、国の基

本方針に掲げる以下の点に配慮して、「名取市障害者計画」の基本理念である「支えあ

い、自分らしく輝けるまち なとり ～誰もが自立して暮らせる 地域共生社会を目指

して～」の実現に向けて、名取市障害福祉計画及び名取市障害児福祉計画を一体的に策

定するものです。 

 

 

理念１ 障がい者の「自己決定」と「自己選択」の尊重 

障がい者自らがその居住する場所や生き方を選択し、必要とする障害福祉サービスやその

他の支援を受けながら自立と社会参加の実現が図られるよう、障害福祉サービスの提供体制

の整備を進めます。 

 

理念２ 実施主体の市への統一とサービスの一元化 

障害福祉サービスの実施主体を市とし、すべての障がい者が身近で一元的な障害福祉サー

ビスを受けることができるようにします。 

 

理念３ 地域の社会資源を活かしたサービス提供体制の整備 

施設入所から地域生活への移行、就労支援などの課題に対応できるよう、地域の社会資源

を最大限に活用した障害福祉サービス提供体制の整備を進めます。 

 

理念４ 地域共生社会の実現へ向けた取り組み 

地域の構成員である住民が「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域や暮らし、

生きがいをともに創り、ともに高め合っていく社会の実現に努めます。 

 

理念５ 障がい児の健やかな育成のための発達支援 

障がい児本人の最善の利益を考慮しながら、健やかな育成を支援するためのサービス提供

体制の整備を進めます。 
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２．計画の位置づけ                           

「名取市障害福祉計画」は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（以下「障害者総合支援法」）第 88 条第１項に基づく「市町村障害福祉計画」

として策定するものであり、「名取市障害者計画」を踏まえ、障害者総合支援法に基づ

く障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業のサービスを提供するための基

本的な考え方、目標及び確保すべきサービス量・確保のための方策を定める計画です。 

また、「名取市障害児福祉計画」は、児童福祉法第 33 条の 20 第１項に基づく「市

町村障害児福祉計画」として策定するものであり、障がい児支援の提供体制の確保のた

めの方策を定める計画です。 

 
 

３．計画の期間                             

計画期間は令和３年度から令和５年度までの３か年を計画期間とします。令和５年

度に見直しを行い、次期計画を策定します。 

 
 

４．障害者総合支援法に基づくサービス内容                

障害者総合支援法に基づき、提供されるサービスは大きく分けて、全国一律の基準で

実施する「自立支援給付」と地域特性や利用者の状況に応じて柔軟な事業形態により地

方自治体が実施する「地域生活支援事業」の 2 つがあります。なお、自立支援給付は、

「介護給付費」「訓練等給付費」「補装具費」「自立支援医療」「相談支援」に分かれてい

ます。 

 
 

５．児童福祉法に基づくサービス内容                   

児童福祉法に基づく障害児通所支援として、「児童発達支援」「放課後等デイサービ

ス」「保育所等訪問支援」などに分かれています。 

 
 

６．自立支援給付・地域生活支援事業以外のサービスについて        

当市がこれまで行ってきた障がい者に対するサービスの中で、自立支援給付又は地

域生活支援事業の体系への位置づけを行わない市独自の事業があります。 

これらのサービスについては、現行と同様のサービスの提供を行います。 
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第２章 令和５年度目標値の設定 

 

障がい者の地域生活への移行や一般就労への移行を進める観点から、第６期計画に

おいては、以下の数値目標を設定します。 

 

１．福祉施設入所者の地域生活への移行                  

地域生活の移行者数について、国の指針では、令和５年度末時点において、令和元年

度末時点の施設入所者数の６％が地域生活へ移行することを基本としています。当市

では、福祉施設入所者のうち、今後、自立訓練事業等を利用し、グループホーム等に移

行する障がい者数を 1 人と見込みます。 

施設入所者数については、国の指針では令和５年度末の施設入所者数を令和元年度

末時点の施設入所者から 1.6％以上削減することを基本としていますが、当市におい

ては、施設入所者の多くの方が高齢者又は重度の障がい者であり、また、在宅生活が困

難で施設入所が必要となる方もいることなど、地域の実情及びこれまでの実績を踏ま

えた上で、4 人の増加を見込みます。 

 

事  項 数 値 備  考 

地域生活への移行者数 1 人 
施設入所からグループホーム等に移行す

る者の数 

施設入所者数の増減見込み 4 人増 
令和５年度末時点の入所者数 58 人－令

和元年度末時点の入所者数 54 人 

 

２．精神障がい者を地域全体で支える体制の構築              

（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するため、障害保健福祉

圏域ごとの保健・医療・福祉関係者が連携した協議の場を設け、精神障がいのある人が

地域の一員として、安心して地域で生活できるよう、支援体制を検討します。 

 

事  項 数 値 備  考 

保健、医療及

び福祉関係者

による協議の

場 

開催回数 随時 精神保健医療福祉連絡会を開催 

関係者ごとの参加

者数 
8 人 

構成委員：市内相談支援事業所、宮城県立精神

医療センター、市内医療施設、仙台保健福祉事

務所塩釜保健所岩沼支所、市職員 

目標設定・評価の

実施回数 
年 2 回 

精神保健医療福祉連絡会で目標設定等を

行う 
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３．地域生活支援拠点等が有する機能の充実                

（１）地域生活支援拠点等の設置 

地域生活支援拠点等とは、障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた居住

支援のための機能をもつ場所や体制のことです。居住支援のための主な機能は、「相談」

「緊急時の受入・対応」「体験の機会・場」「専門的人材の確保・養成」「地域の体制づ

くり」の５つが柱となっています。 

国の指針では、令和５年度末までに、地域生活支援拠点等を各市町村または各圏域に

少なくとも１つ確保することとされています。 

当市においては「相談」「緊急時の受入・対応」を地域の課題と捉え、重点的に整備

を進めます。 

「相談」については、障がい者とその家族の方が、住みなれた地域で安心して生活

できるよう、様々な相談や情報提供、地域啓発等の支援を行う基幹相談支援センター

の整備を令和５年度末までに進めます。 

「緊急時の受入・対応」については、引き続き、短期入所の利便性・対応力向上のた

めの事業所の確保、緊急時利用のためのシステムづくりを構築することにより整備し

ます。 

 

事  項 数 値 備  考 

地域生活支援拠点等の設置 1 か所 
令和５年度末までに、基幹相談支援センタ

ーを整備することで確保 

 

 

（２）地域生活支援拠点等の機能の充実に向けた検証・検討 

基幹相談支援センターの必要な機能の強化・充実を図るため、当市においては、年１

回以上、運用状況の検証・検討することを基本とします。 

 

事  項 数 値 備  考 

運用状況の検証・検討回数 年１回 

名取市障がい者等地域づくり協議会

で情報共有や課題解決に対する検討を実

施 
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４．福祉施設から一般就労への移行等                   

（１）福祉施設から一般就労への移行目標 

国の指針では、令和５年度において福祉施設から一般就労へ移行する者について、令

和元年度の一般就労への移行実績の 1.27 倍以上とすることを基本としています。 

当市においては、これまでの実績及び地域の実情を踏まえ、1.45 倍の 16 人（５人

増）を見込みます。 

 

事  項 数 値 備  考 

令和５年度末における年間一般就

労移行者数 

16 人 

（1.45 倍） 

国の指針で示されている 1.27 倍以上を上

回る見込 

（実績）

令和元年度の年間一般就労移行者数 11 人 

内訳 

①就労移行支援事業 
12 人 

（1.33 倍） 

国の指針で示されている 1.30 倍以上を上

回る見込 

（実績） 

令和元年度の年間一般就労移行者数 ９人 

②就労継続支援 A 型 
2 人 

（2.00 倍） 

国の指針で示されている 1.26 倍以上を上

回る見込 

（実績） 

令和元年度の年間一般就労移行者数 １人 

③就労継続支援 B 型 
2 人 

（2.00 倍） 

国の指針で示されている 1.23 倍以上を上

回る見込 

（実績） 

令和元年度の年間一般就労移行者数 １人 
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（２）就労定着支援事業の利用目標 

障がいのある方の一般就労への定着は重要であることから、国の指針では、令和５年

度末における就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、７割が就労

定着支援事業を利用することを基本としています。 

当市においては、以下の目標に取り組み、就労定着支援事業の利用を図っていきま

す。 

 

事  項 数 値 備  考 

令和５年度末における就労定着支

援事業の利用者数 
12 人 

就労移行支援事業等を通じて一般就労に

移行する者 16 人のうち７割 

 

 

（３）就労定着率の目標 

国の指針では、就労定着率については、就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８

割以上の事業所を全体の７割以上とすることを基本としています。 

当市においては、以下の目標に取り組み、一般就労への定着を図っていきます。 

 

事  項 数 値 備  考 

令和５年度末における就労定着率

が８割以上の事業所の割合 
10 割 

令和５年度末の就労定着支援事業を実施

する事業所数 1 か所 

上記事業所数のち、就労定着率が８割以上

の事業所数 1 か所 

 

（実績）令和元年度末の該当事業所 無し 
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５．相談支援体制の充実・強化等                     

（１）相談支援体制の充実・強化目標 

国の指針では、総合的・専門的な相談支援を実施することや地域の相談支援体制の強

化を図る体制を確保することが掲げられています。 

当市においては、以下の目標に取り組み、相談支援体制を充実させていきます。 

 

事  項 数 値 備  考 

総合的・専門的な相談支援の実施 有  

地域の相談支援事業者に対する訪

問等による専門的な指導・助言 
月１回 

名取市障がい者等地域づくり協議会で

情報共有や課題解決に対する検討を実施

するほか、困難事例については随時対応 

地域の相談支援事業者の人材育成

のための支援 
年 1 回 研修会を実施 

地域の相談支援機関との連携強化 年 2 回 関係機関と研修会を実施 

 

 

６．障害福祉サービス等の質の向上                    

（１）障害福祉サービス等の質の向上目標 

障がいのある人が真に必要とする障害福祉サービス等を提供していくため、障害福

祉サービス等の質の向上が重視されています。国の指針では、障害福祉サービス等の質

の向上を図るための取り組みに係る体制の構築が掲げられています。 

当市においては、以下の目標を設定し、障害福祉サービス等の質の向上に努めていき

ます。 

 

事  項 数 値 備  考 

県が実施する研修その他の研修へ

の市職員の参加人数 
10 人 

おおむね年５回実施される研修に、２名ず

つ参加 
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７．障がい児支援の提供体制の整備等                   

（１）児童発達支援センターの設置 

障がい児支援の提供体制を整備するため、児童発達支援センターを中核とした重層

的な地域支援体制の構築を目指すため、児童発達支援センターを１か所以上整備する

ことが国の指針として掲げられています。 

当市においては、地域の実情を把握し、県や近隣市町村との連携も視野に入れなが

ら、民間事業者の参入を含めた整備を検討します。 

 

事  項 数 値 備  考 

令和５年度末までの児童発達支援

センターの設置 
1 か所 （実績）令和元年度末 未設置 

 

 

（２）保育所等訪問支援の利用 

障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進するため、すべての

市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築することが国の指針とし

て掲げられています。 

当市においては、保育所等訪問支援のサービス事業所が少ないことから、広域的な対

応を含め、新規参入を促す等の働きかけを行うなど、提供体制の整備に努めます。 

 

事  項 数 値 備  考 

令和５年度末までの保育所等訪問

支援を利用できる体制の構築 
2 か所 （実績）令和元年度末 1 か所 
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（３）重症心身障がい児支援の目標 

国の指針では、重症心身障がい児が身近な地域で支援を受けられるよう、主に重症心

身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を、令和

５年度末までに１か所以上確保することが掲げられています。 

ただ、重症心身障がい児だけでなく、児童発達支援を行うサービス事業所は県内にお

いても少ないという現状があります。 

当市においては、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後

等デイサービス事業所がないことから、児童発達支援センターの整備をすることで確

保したいと考えております。 

 

事  項 数 値 備  考 

重症心身障がい児を支援する児童

発達支援事業所の確保 
1 か所 （実績）令和元年度末 未設置 

重症心身障がい児を支援する放課

後等デイサービス事業所の確保 
1 か所 （実績）令和元年度末 未設置 

 

 

（４）医療的ケア児の支援目標 

医療的ケアが必要な児童が適切な支援を受けられるよう、令和５年度末までに保健、

医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設置するとと

もに医療的ケア児等コーディネーターの配置を基本とすることが国の指針として掲げ

られています。 

当市においては医療的ケア児のための関係機関の協議の場を 1 か所設置し、医療的

ケア児等コーディネーターについては、役割等を検討したうえで、配置について協議を

進めます。 

 

事  項 数 値 備  考 

医療的ケア児支援のための関係機

関の協議の場の設置 
1 か所 

名取市障がい者等地域づくり協議会で

情報共有や課題解決に対する検討を実施 

医療的ケア児等に関するコーディ

ネーターの配置 
検討  
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第３章 障害福祉サービスの見込み量及び見込み量確保の

ための方策 

１．訪問系サービス                           

 

【サービス内容】 

名 称 内 容 

居宅介護 

（ホームヘルプサービス） 
自宅で、入浴、排せつ、食事等の介護を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者等で常に介護を必要とする人

に、自宅で入浴、排せつ、食事の介護、外出時にお

ける移動支援などを総合的に行います。 

同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する人の外

出に同行して、移動に必要な情報を提供するととも

に、移動の援護等の支援を行います。 

行動援護 

自己判断能力が制限されている人が行動するとき

に、危険を回避するために必要な支援、外出支援を

行います。 

重度障害者等包括支援 
介護の必要性が高い人に、居宅介護をはじめとする

複数のサービスを包括的に行います。 

 

【サービス見込み量】（１月あたり） 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

時間 3,841 4,354 4,905 4,971 5,038 5,105 

人 138 145 138 139 142 143 

 

○見込み量の考え方 

令和２年度までの実績を踏まえ算出した令和３年度のサービス見込み量を基礎と

して、見込み量を決めました。 
 

○見込み量確保のための方策 

サービス提供事業者に対し、適切な情報提供や各種研修会の参加促進を図りなが

ら、必要な実施体制の充実を図ります。 
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２．日中活動系サービス                         

 

【サービス内容】 

名 称 内 容 

生活介護 

常に介護を必要とする人に、施設で昼間に、入浴、排せ

つ、食事等の介護、創作的活動または生産活動の機会を

提供します。 

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、

定められた期間内で身体機能や生活能力向上のために必

要な訓練を行います。 

就労移行支援 
一般企業等に就労を希望する人に、定められた期間内で

就労に必要な知識、能力の向上のための訓練を行います。 

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

一般企業等への就労が困難な人に働く場所を提供すると

ともに、就労に必要な知識、能力の向上のための訓練を

行います。 

就労定着支援 
在職障がい者の就労に伴う生活面の課題に対応できるよ

う、事業所・家族などとの連絡調整等の支援を行います。 

療養介護 

医療を要し、常に介護が必要な人に、医療機関で行われ

る機能訓練や療養上の管理、看護、医学的管理の下での

介護や日常生活の世話を行います。 

短期入所（福祉型・医療型） 
介護者が病気の場合などに、短期間、夜間も含めて施設

で入浴、排せつ、食事等の介護を行います。 
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【サービス見込み量】（１月あたり） 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

生活介護 
人日 2,242 2,383 2,541 2,574 2,608 2,641 

人 123 129 131 133 134 136 

自立訓練 

（機能訓練） 

人日 0 7 6 6 6 6 

人 0 2 2 2 2 2 

自立訓練 

（生活訓練） 

人日 114 154 121 123 126 128 

人 15 13 11 11 11 12 

就労移行支援 
人日 443 402 473 482 492 501 

人 60 64 42 43 44 45 

就労継続支援 

（A 型） 

人日 498 452 501 511 521 531 

人 32 32 31 32 32 33 

就労継続支援 

（B 型） 

人日 2,348 2,451 2,750 2,805 2,861 2,916 

人 172 187 186 190 194 197 

就労定着支援 人 4 11 11 11 11 12 

療養介護 人 10 9 10 10 10 10 

短期入所 

（福祉型） 

人日 194 228 219 222 225 228 

人 75 98 74 75 76 77 

短期入所 

（医療型） 

人日 10 2 １ １ １ １ 

人 7 4 1 1 1 1 

 

○見込み量の考え方 

令和２年度までの実績を踏まえ算出した令和３年度のサービス見込み量を基礎と

して、見込み量を定めました。 
 

○見込み量確保のための方策 

・障がい者の就労機会拡大のため、関係機関と連携し、雇用に対する理解と協力の啓 

発を図ります。 

・障がい者が地域で生活できるよう、日中活動の場の確保に努めます。 

・短期入所のサービス事業所が少ないことから、受入れ体制の充実に向けて、市内へ

のサービス事業所の拡充及び広域的な対応により、事業所の確保に努めます。 
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３．居住系サービス                           

 

【サービス内容】 

名 称 内 容 

自立生活援助 

障害者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの

移行を希望する障がい者に対し、本人の意思を尊重した

地域生活を支援するため、定期的な巡回訪問や随時の対

応を行い、適時のタイミングで適切な支援を行います。 

共同生活援助（グループホーム） 
地域で共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事の介

護、相談、日常生活上の援助を行います。 

施設入所支援 
施設に入所する人に夜間や休日、入浴、排せつ、食事の

介護等を行います。 

 

 

【サービス見込み量】（１月あたり） 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

自立生活援助 人 0 0 0 ２ ２ ２ 

 
（内） 

精神障がい者 
人 0 0 0 １ １ １ 

共同生活援助 人 73 69 65 66 68 69 

 
（内） 

精神障がい者 
人 29 28 23 28 29 30 

施設入所支援 人 48 54 55  56 57 58 

 

○見込み量の考え方 

共同生活援助（グループホーム）については、平成 30 年度から令和元年度までの

利用者数を基礎とし、事業所数の伸びなどを勘案し、見込み量を定めました。 
 

○見込み量確保のための方策 

共同生活援助（グループホーム）については、「親亡き後」も地域で生活できるよ

う、地域の理解を深めながら事業者等と連携・協力を図り、整備の促進に努めます。 
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４．相談支援                              

 

【サービス内容】 

名 称 内 容 

計画相談支援 
障害福祉サービスを利用する人に対し、サービス等利用

計画の作成を行います。 

地域移行支援 

施設や病院から退所・退院する障がい者に対し、住居の

確保その他の地域における生活に移行するための活動に

関する相談等の支援を行います。 

地域定着支援 

施設や病院からの退所・退院や家族からの独立などによ

り単身生活に移行した人などに対し、常時連絡体制を確

保し、緊急の事態等に相談等の支援を行います。 

 

 

【サービス見込み量】（１月あたり） 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

計画相談支援 人 447 497 591 603 615 627 

地域移行支援 人 1 0 0 ２ ２ ２ 

 
（内） 

精神障がい者 
人 0 0 0 １ １ １ 

地域定着支援 人 0 0 0 ２ ２ ２ 

 
（内） 

精神障がい者 
人 0 0 0 １ １ １ 

 

○見込み量の考え方 

令和２年度までの実績を踏まえ算出した令和３年度の利用者数を基礎として見込

みました。 
 

○見込み量確保のための方策 

・計画相談支援について、指定特定相談支援事業所の拡充及び相談支援専門員の増

加に努めるとともに、名取市障がい者等地域づくり協議会専門部会において、情

報共有、事例検討を行い、相談支援専門員の資質向上に努めます。 

・県が指定する指定一般相談支援事業者と連携し、福祉施設の入所者及び入院中の

精神障がい者や単身の障がい者が地域生活を継続できる体制の整備に努めます。 
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第４章 障害児通所支援等の見込み量及び見込み量確保の

ための方策 

１．児童発達支援                            

障がいのある未就学児が施設へ通所して、日常生活における基本的動作の訓練など

を行います。 
 

【サービス見込み量】（１月あたり） 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

児童発達支援 
人日 203 312 478 487 497 506 

人 32 53 58 59 60 62 

 

○見込み量の考え方 

令和２年度までの実績を踏まえ算出した令和３年度の利用者数、利用日数を基礎と

して見込みました。 
 

○見込み量確保のための方策 

障がい児が必要なサービスを受けることができるよう、サービス提供事業者と連携

し見込み量の確保に努めます。 
 
 

２．放課後等デイサービス                        

障がいのある就学児が、放課後や夏休み等の長期休暇において、生活能力向上のため

の訓練や創作活動などを行います。 
 

【サービス見込み量】（１月あたり） 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

放課後等デイサー

ビス 

人日 1,527 1,673 1,631 1,664 1,697 1,730 

人 133 136 132 135 137 140 

 

○見込み量の考え方 

令和２年度までの実績を踏まえ算出した令和３年度の利用者数、利用日数を基礎と

して見込みました。 
 

○見込み量確保のための方策 

サービス提供事業者に対し、適切な情報提供や各種研修会の参加促進などを図りな

がら、必要な実施体制と見込み量の確保に努めます。  
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３．訪問系サービス                           

障がい児が集団生活を営む施設や居宅を訪問し、他の児童との集団生活への適応の

ための専門的な支援や、日常生活における基本的な動作の指導などの支援を行います。 
 

【サービス見込み量】（１月あたり） 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

保育所等訪問支援 
人日 3 3 0 １ １ １ 

人 1 1 0 １ １ １ 

居宅訪問型児童発

達支援 

人日 0 0 0 １ １ １ 

人 0 0 0 １ １ １ 

 

○見込み量の考え方 

保育所等訪問支援については、令和２年度までの実績を踏まえ算出した令和３年度

の利用者数、利用日数を基礎として見込みました。 
 

○見込み量確保のための方策 

サービス提供事業所が少ないことから、広域的な対応を含め、新規参入を促す等の

働きかけを行うなど、必要な実施体制と見込み量の確保に努めます。 
 
 

４．相談支援                              

障害福祉サービス等を利用する人に対し、サービス等利用計画等の作成を行います。 
 

【サービス見込み量】（１月あたり） 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

障害児相談支援 人 40 46 37 38 38 39 

 

○見込み量の考え方 

令和２年度までの実績を踏まえ算出した令和３年度の利用者数を基礎として見込

みました。 
 

○見込み量確保のための方策 

障害児相談支援について、障害児相談支援事業所の拡充及び相談支援専門員の増加

に努めるとともに、名取市障がい者等地域づくり協議会専門部会において、情報共有、

事例検討を行い、相談支援専門員の資質向上に努めます。 

サービス提供事業所に対し、適切な情報提供や各種研修会の参加促進などを図りな

がら、必要な実施体制と見込み量の確保に努めます。 



第５章 地域包括支援事業の見込み量及び見込み量確保のための方策 

17 

第５章 地域生活支援事業の見込み量及び見込み量確保の

ための方策 
 

障がい者が地域において自立した生活を送ることができるよう、利用者の状況や地

域の特性に応じて柔軟に事業を実施することにより、障がい者本人や家族等の福祉の

増進を図ります。 

 

１．障害者相談支援事業                         

障がい者、障がい児の保護者、介護者などからの相談に応じ、必要な情報の提供や助

言、その他の障害福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行います。 

また、相談支援事業をはじめとする、地域の障害福祉に関するシステムづくりに関し

て中核的な役割を果たす定期的な協議の場として「名取市障がい者等地域づくり協議

会」を活用し、相談支援事業者の運営評価や困難事例への対応のあり方等を協議、調整

します。 

 

【見込み量】 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

障害者

相談支

援事業 

障害者相談支

援事業所 
か所 ３ ３ ３ ３ ３ ３ 

名取市障がい

者等地域づく

り協議会 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

 

○見込み量の考え方 

令和２年度において、障害者相談支援事業所は３か所です。引き続き３か所で事業

を実施します。 
 

○見込み量確保のための方策 

・現在、３か所の社会福祉法人に事業を委託し相談支援を行っていますが、多様な

ニーズや増加する相談に対応するため、相談支援専門員増加や資質向上に努めま

す。 

・相談支援事業の充実・強化に向けて、相談支援にかかわる関係機関のネットワー

ク化を図るとともに、情報の共有化に努めます。 

・障害者相談支援事業所による基幹相談支援センターを整備し、総合的な相談支援

体制の確保に努めます。 
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２．地域活動支援センター事業                      

地域活動支援センターにおいて、利用者に対し、創作的活動や生産活動の機会の提

供、社会との交流の促進等を図ります。 

 

【見込み量】 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

地域活動支援セン

ターⅡ型 

か所 １ １ １ １ １ １ 

人 65 66 34 35 35 36 

 

○見込み量の考え方 

令和２年度までの実績を踏まえ算出した令和３年度の利用者数を基礎として見込

みました。 
 

○見込み量確保のための方策 

現在、１事業所においてこの事業を実施していますが、増加傾向にある利用者に対

応するため事業所拡充に努めます。 

 

３．意思疎通支援事業                          

意思疎通を図ることに支障がある障がい者に対して、手話通訳者、要約筆記者の派遣

を行い、他者との意思疎通の円滑化を図ります。 

 

【見込み量】 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

要約筆記者派遣事業 延人 0 １ １ １ １ １ 

手話通訳者派遣事業 延人 35 59 33 34 34 34 

手話通訳者設置事業 有無 有 有 有 有 有 有 

 

○見込み量の考え方 

令和２年度までの実績を踏まえ算出した令和３年度の利用者数を基礎として、見込

み量を定めました。 
 

○見込み量確保のための方策 

・宮城県聴覚障害者福祉会等との連携により、要約筆記者や手話通訳者の派遣につ

いて、今後もこの体制を維持していくよう努めます。 

・手話通訳者設置事業については、手話通訳の資格を持った社会福祉相談員を配置

しています。  
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４．日常生活用具給付等事業                       

重度障がい者に対し、日常生活用具を給付または貸与し、日常生活の便宜を図りま

す。 

 

【見込み量】 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

利用見込み件数 件 564 588 635 643 652 660 

【主な種目】 

特殊寝台、入浴補助用具、盲人用体温計、点字器、ストーマ装具、紙おむつ等 
 

○見込み量の考え方 

令和２年度までの実績を踏まえ算出した令和３年度の件数を基礎として見込みま

した。 
 

○見込み量確保のための方策 

障害者相談支援事業所や障害福祉サービス事業所などの関係機関と連携し、事業の

周知と利用促進に努めます。 

 

５．移動支援事業                            

社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社会参加のための外出の際の移動支

援を行います。 

 

【見込み量】 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

利用見込み時間数 総時間 3,499 3,992 2,928 2,987 3,046 3,105 

利用見込み時間数 
時間(１月

あたり) 
292 333 244 249 254 259 

実利用見込み者数 人 60 63 45 46 47 48 

 

○見込み量の考え方 

令和２年度までの実績を踏まえ算出した令和３年度の利用者数、延利用時間を基礎

として見込みました。 
 

○見込み量確保のための方策 

サービス提供事業者に対し、適切な情報提供や各種研修会の参加促進を図りなが

ら、必要な実施体制と見込み量の確保に努めます。  
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６．成年後見制度利用支援事業                      

知的・精神障がい者のうち、判断能力が不十分な人に対しサービス利用契約の締結等

が適切に行われるよう成年後見制度の利用を支援し、後見人等の報酬の経費の一部に

ついて補助を行います。 

 

【見込み量】 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

実利用見込み者数 人 1 0 3 ３ ３ ３ 

 

○見込み量の考え方 

令和２年度までの実績を踏まえ算出した令和３年度の利用者数を基礎として見込

みました。 
 

○見込み量確保のための方策 

障害者相談支援事業所や障害福祉サービス事業所などの関係機関と連携し、成年後

見制度の普及・啓発に努めます。 

 

 

７．その他の事業                            

（１）日中一時支援事業 

障がい者等の日中活動の場を確保し、家族の一時的な休息を図ります。 

 

【見込み量】 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

利用見込み者数 人 10 9 8 ８ ８ ８ 

 
 

○見込み量の考え方 

令和２年度までの実績を踏まえ算出した令和３年度の利用者数を基礎として見込

みました。 
 

○見込み量確保のための方策 

日中一時支援事業のサービス事業所が少ないことから、広域的な対応により見込み

量の確保に努めます。 
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（２）訪問入浴サービス事業 

訪問により居宅において入浴サービスを提供し、身体障がい者の身体の清潔の保持

等を図ります。 

 

【見込み量】 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

利用見込み者数 人 13 13 12 12 12 12 

 

○見込み量の考え方 

令和２年度までの実績を踏まえ算出した令和３年度の利用者数を基礎として見込

みました。 
 

○見込み量確保のための方策 

障害者相談支援事業所や障害福祉サービス事業所などを通じて、情報提供を行い、

事業の周知を図ります。 

 

 

（３）自動車運転免許取得費・自動車改造費助成事業 

障がい者の運転免許取得費または自動車改造費の一部を助成します。 

 

【見込み量】 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

自動車運転免許取

得費助成事業 
人 3 0 1 １ １ １ 

自動車改造費助成

事業 
人 3 0 1 １ １ １ 

 

○見込み量の考え方 

令和２年度までの実績を踏まえ算出した令和３年度の利用者数を基礎として見込

みました。 
 

○見込み量確保のための方策 

地域で生活する障がい者の就労や自立生活へ向けて、市の広報やホームページなど

を通じて情報提供を行い、事業の周知を図ります。 
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（４）スポーツ・レクリエーション教室開催等事業補助金交付事業 

障がい者の参加の促進を図るため、教室や大会を開催した場合に事業に要する経費

の一部を助成します。 

 

【見込み量】 

区 分 単位 
実績 

実績 
見込み 

見込み 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

スポーツ・レクリエ

ーション教室開催

等事業補助金交付

事業 

団体 1 1 1 １ １ １ 

 

○見込み量の考え方 

第６期計画期間中においても、毎年当該事業を見込みました。 
 

○見込み量確保のための方策 

関係機関に事業の周知を図ります。 
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第６章 計画の推進にあたって 

１．計画の推進体制                           

本計画の推進にあたり、障がい者と家族、関係団体、サービス提供事業者及び関係機

関との連携のもと、総合的・一体的に取り組んでいきます。 

また、地域の障害福祉に関するシステムづくりに関して中核的な役割を果たす「名取

市障がい者等地域づくり協議会」の意見・提案を踏まえながら、計画的に事業を推進し

ていきます。 

 

 

２．計画の進行管理                           

計画の推進にあたり、成果目標及び活動指標については、計画の中間評価として、年

１回その実績を把握し、分析・評価を実施します。障害者施策や関連施策の動向も踏ま

えながら、必要があれば適宜見直しを行います。なお、中間評価の際は、「名取市障が

い者等地域づくり協議会」から意見を受けるとともに、その結果を公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Plan（計画） 
◆成果目標及び活動指標

の設定 

◆障害福祉サービス等の

見込量の設定、その他

の確保策等の設定 

Do（行動） 
◆計画の内容を踏まえた

事業の実施 

Action（改善） 
◆中間評価等の結果を踏

まえた障害福祉計画の

見直しの実施 

Check（評価） 
◆成果目標及び活動指標

について、障害者施策

や関連施策等の動向も

踏まえながら、中間評

価として分析・評価（年

１回） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６期名取市障害福祉計画・第２期名取市障害児福祉計画 

発 行：令和３年３月 

編 集：名取市 健康福祉部 社会福祉課 

住 所：〒981-1292 宮城県名取市増田字柳田８０ 

電 話：（022）384-2111 

F A X：（022）384-2101 


